
住宅を新築したり、耐震、省エネ、バリアフリーなどのために
改修したりした場合、要件に該当すると固定資産税が減額されま
す。減額方法や申告方法は制度によって異なります。着工前に課
税課にご相談ください。

課税課
995-1809

新築住宅の減額措置

住宅を新築した場合、一般の住宅は新築後３年間、
３階建て以上の中高層耐火住宅は新築後５年間、居住
部分のうち住宅１戸につき床面積 120 平方メートル
分までの固定資産税額が２分の１に減額されます。
対象／以下の全ての要件を満たす住宅

①床面積 50 平方メートル～ 280 平方メートルの
専用住宅

②居住部分の床面積の割合が２分の１以上で、その
床面積が 50 平方メートル～ 280 平方メートル
の併用住宅

③住宅１戸あたりの床面積が 40 平方メートル～
280 平方メートルの一戸建て以外の賃貸住宅・
共同住宅など

長期優良住宅に係る減額措置

長期優良住宅の認定を受けた住宅を新築した場合、
住宅１戸につき、居住部分の床面積 120 平方メート
ル分までの固定資産税額が２分の 1 に減額されます。
減額期間は、新築後、一般の住宅は５年間で、３階建
て以上の中高層耐火住宅は７年間です。
対象／以下の全ての要件を満たす住宅

①新築住宅の減額措置を受けるための要件を全て満
たしている住宅

②長期優良住宅の普及の促進に関する法律の規定に
基づき、耐久性や安全性などの住宅性能が一定基
準を満たすものとして、県や市などの所管行政庁
の認定を受けた住宅　※工事着工前に長期優良住
宅建築等計画の認定申請をしてください。

③平成 30 年 3 月 31 日までに新築された住宅

住宅改修に伴う減額措置

耐震改修に伴う減額措置
別荘以外の既存住宅を、耐震改修工事を行った場合、

工事が完了した年の翌年度のその住宅に係る固定資産
税が減額されます。住宅１戸につき、居住部分の床面
積 120 平方メートルまでの税額が２分の１（長期優
良住宅の認定を受けて改修した場合は３分の１）に減
額されます。

省エネ改修に伴う減額措置
別荘と賃家以外で平成 20 年１月１日に存在する住

宅に対し、次の要件を備えた省エネ改修工事を行った
場合、工事が完了した年の翌年度分のその家屋に係る
固定資産税が減額されます。居住部分の床面積 120
平方メートル分の税額が３分の２（長期優良住宅の認
定を受けて改修した場合は３分の１）に減額されます。

バリアフリー改修に伴う減額措置
別荘と賃家以外で平成 19 年１月１日以前から存在

していた住宅をバリアフリー改修した場合、工事が完
了した年の翌年度分のその家屋に係る固定資産税が減
額されます。居住部分の床面積
100 平方メートル分までの税額
が３分の２に減額されます。

児童福祉法関係の特例に
関するお問い合わせ

・事業所内保育事業の用に供する固定資産
・家庭的保育事業の用に供する固定資産
・居宅訪問型保育事業の用に供する固定資産

子ども保育課　 995-1822
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住宅に係る固定資産税の減額措置
新築、耐震改修、省エネ改修、バリアフリー改修などが対象


